
（証券コード　3689）

第10期　定時株主総会
招 集 ご 通 知

日　時
2019年12月13日（金曜日）午後３時
（受付開始は午後２時30分を予定しております。）
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第３号議案　取締役（監査等委員である取
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第４号議案　監査等委員である取締役の報
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場　所
東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC（５階）
（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株
主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違い
のないようご注意ください。）

決議事項
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を

除く）３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の

件
第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を

除く）の報酬額改定の件
第４号議案　監査等委員である取締役の報酬額改
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経営理念

「世界にインパクトを与えなければ、気がすまない」

Mission

「次のあたりまえを創る。何度でも」

経営理念
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証券コード　3689
2019年11月28日

株　主　各　位
東京都渋谷区恵比寿一丁目19番19号
株 式 会 社 イ グ ニ ス
代表取締役社長 銭 錕

第10期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第10期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2019年12月12日（木曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１ 日　　時 2019年12月13日（金曜日）午後３時
２ 場　　所 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号

エビススバルビル「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC（５階）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
※　開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違
いのないようご注意ください。

３ 目的事項 報告事項 １．第10期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第10期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額改定

の件
第４号議案　監査等委員である取締役の報酬額改定の件

以　上
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招集ご通知



　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　当社は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次に掲げる事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://1923.co.jp/ir）に掲載しておりますので、本株主総会招集
ご通知の提供書面には記載しておりません。
　・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、連結計算書類の連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表
　なお、監査等委員会が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監
査した連結計算書類及び計算書類には、本提供書面記載のもののほか、この連結計算書類の連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表として表示すべ
き事項も含まれており、監査等委員会が監査報告書を作成するに際して監査した事業報告には、本提
供書面記載のもののほか、業務の適正を確保するための体制及びその運用状況も含まれております。
　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
　株主総会へご出席いただいた株主様へのお土産はございません。何卒ご理解の程お願い申しあげま
す。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名全員が任期満了
となりますので、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされましたが、相当であると判断しており
特段の意見はございません。
　取締役候補者は次のとおりです。

候補者
番号 氏名 現在の当社における地位・担当

１ せ ん

銭　
こ ん

錕 代表取締役社長 再任

２ す ず

鈴
き

木　
た か

貴
あ き

明 代表取締役CTO 再任

３ な つ め

夏目　
こ う

公
い ち

一
ろ う

朗 新任

3

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案



候補者
番号 1

せん
銭

 
　

こん
錕 （1982年５月31日生）

所有する当社の株式数
3,966,600株 再任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

2006年 ４ 月 ㈱シーエー・モバイル入社
2008年 ４ 月 ㈱zeronana出向
2010年 ２ 月 同社に転籍
2010年 ５ 月 当社設立取締役社長就任
2011年11月 当社代表取締役社長就任（現任）
2013年 ５ 月 IGNIS AMERICA INC.取締役就任（現任）
2013年11月 ㈱アイビー（現㈱with）取締役就任（現任）
2013年12月 M.T.Burn㈱取締役就任
2014年 ２ 月 ㈱スタジオキング取締役就任（現任）
2015年12月 ㈱U-NOTE（現グラム㈱）取締役就任（現任）
2016年 １ 月 ㈱IGNIS APPS代表取締役就任（現任）
2016年11月 パルス㈱代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
銭氏は当社の創業者であり、インターネットサービスの
企画から、開発、運用に至るまで豊富な経験と知識を有
しております。同氏は、代表取締役社長として経営方針
や事業戦略の立案、決定及びその遂行において重要な役
割を果たしていることから、引き続き取締役候補者とす
ることが適当であると判断したためであります。

取締役在任年数
　９年

取締役会出席回数
27/27回（100％）

候補者
番号 2

すず
鈴

き
木

 
　

たか
貴

あき
明 （1986年３月25日生）

所有する当社の株式数
3,966,600株 再任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

2009年 ３ 月 ㈱サイバーエージェント入社
2011年 ５ 月 ㈱ジモティー入社
2011年 ７ 月 ㈱ファーストタイプ設立代表取締役就任
2011年11月 当社取締役就任
2012年 ９ 月 ㈱ファーストタイプ取締役就任

当社ゲーム事業部長
2013年 ８ 月 スワッグアップ㈱（現㈱IGNIS APPS）代表取締

役就任
2014年 ２ 月 スワッグアップ㈱（現㈱IGNIS APPS）取締役就

任（現任）
㈱スタジオキング代表取締役就任（現任）
当社代表取締役就任（現任）

2017
2018

年
年

3
8

月
月

㈱アイビー（現㈱with）代表取締役就任（現任）
㈱ラップランド代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
鈴木氏は代表取締役CTOであり、インターネットサービ
スの開発技術及びそれらに関する豊富な経験と知識を有
しております。同氏は、最高技術責任者として当社の技
術的判断、経営方針や事業戦略の立案、決定及びその遂
行並びに人材育成の面において重要な役割を果たしてい
ることから、引き続き取締役候補者とすることが適当で
あると判断したためであります。

取締役在任年数
　８年

取締役会出席回数
27/27回（100％）
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取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案
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候補者
番号 3

なつ

夏
め

目
 

　
こう

公
いち

一
ろう

朗（1951年１月16日生）
所有する当社の株式数

－株 新任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

2006年 ９ 月 ㈱アニプレックス代表取締役社長就任
2008年 ４ 月 ㈱ソニー・ミュージックテンターテインメント

コーポレイト・エグゼクティブ就任
2012年 ４ 月 ㈱ソニー・ミュージックテンターテインメント

コーポレイト・エグゼクティブCOO就任
2014年 ４ 月 ㈱アニプレックス代表取締役会長就任
2015年 ４ 月 ㈱アニプレックス取締役会長就任
2015年 ６ 月 一般社団法人アニメジャパン副理事長就任（現

任）
2016年 １ 月 ㈱ソニー・ミュージックテンターテインメント

スーパーバイザー（現任）
2016年 ７ 月 ㈱KADOKAWAアニメ事業局戦略アドバイザ

ー（現任）

取締役候補者とした理由
夏目氏は、主にコンテンツ業界における高い見識及び経
営者としての豊富な経験を有しており、その見識及び経
験を当社の経営に反映していただけるものと期待したた
めであります。

以上

5

取締役（監査等委員である取締役を除く）選任議案



第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満了となりますので、
監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりです。

候補者
番号 氏名 現在の当社における地位・担当

１ こ

小
た け

武　
け ん

賢
じ

二 新任

２ わ た

渡
な べ

辺　
え い

英
じ

治 社外取締役（監査等委員） 再任

３ な か

中
ざ わ

澤　
あゆみ

歩 補欠の取締役（監査等委員） 新任

6

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番号 １

こ
小

たけ
武　

けん
賢

じ
二 （1983年９月14日生）

所有する当社の株式数
－　株 新任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）
2006年 ４ 月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査法人）入

所
2010年10月 公認会計士登録
2018年 ９ 月 小武公認会計士事務所設立所長就任（現任）

税理士登録

取締役候補者とした理由
小武氏は、公認会計士及び税理士として多くの企業監査
の実績と高度な専門知識を有しており、ガバナンスの観
点から有益な助言をいただけるものと期待したためであ
ります。

候補者
番号 ２

わた
渡

なべ
辺　

えい
英

じ
治 （1969年８月21日生）

所有する当社の株式数
－　株 再任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）
1996年 ４ 月 エムエスシーソフトウェア㈱入社
2000年10月 税理士登録

渡辺税理士事務所設立所長就任（現任）
2005年 ５ 月 ㈱ピーエヌエフ研究所監査役就任（現任）
2008年 ５ 月 ㈱ゲイン（現株式会社モニタス）監査役就任（現

任）
2010年 ８ 月 ㈱リゲイン（現REGAIN GROUP株式会社）監査

役就任（現任）
2012年 ９ 月 当社社外監査役就任
2015年12月 当社社外取締役（監査等委員）就任（現任）
2016年12月 ㈱フリークアウト・ホールディングス社外取締役

（監査等委員）就任（現任）
2017年 ８ 月 ZETA㈱取締役就任（現任）

社外取締役候補者とした理由
渡辺氏は、税理士として高度な専門知識や多様な業界に
おける豊富な経験を有しており、ガバナンスの観点から
有益な助言をいただけるものと期待したためでありま
す。

社外取締役在任年数
　４年

取締役会出席回数
27/27回（100％）

7

監査等委員である取締役選任議案



候補者
番号 ３

なか
中

ざわ
澤　

あゆみ
歩 （1979年３月31日生）

所有する当社の株式数
－　株 新任

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）
2005年10月 司法修習修了　弁護士登録（東京弁護士会）
2013年 ２ 月 中澤法律事務所設立　パートナー就任（現任）
2019年11月 ㈱ライトオン社外取締役就任（現任）

社外取締役候補者とした理由
中澤氏は、弁護士として高度な専門知識や豊富な経験を
有しており、コンプライアンスの観点から有益な助言を
いただけるものと期待したためであります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．小武賢二氏、渡辺英治氏及び中澤歩氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社と渡辺英治氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており
ます。同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

４．当社は小武賢二氏及び中澤歩氏の選任が承認された場合、両氏との間で会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定
であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額と
する予定であります。

５．当社は、渡辺英治氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認
された場合には、引き続き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。また、中
澤歩氏につきましても、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、
同氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定であります。

8

監査等委員である取締役選任議案
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額改定の件
　当社の取締役の報酬額は、2015年12月18日開催の第６期定時株主総会において、年額100,000千
円以内（うち社外取締役分3,000千円以内。なお、使用人分給与は含まない。）と決議いただき今日
に至っておりますが、その後の経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額100,000千円以内（うち社外
取締役分4,800千円以内）と改めさせていただきたいと存じます。
　また、各取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、取締役会の決議によるものといたし
たいと存じます。
　さらに、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存
じます。
　なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は４名でありますが、第1号議案「取
締役（監査等委員である取締役を除く）3名選任の件」の効力が生じますと、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）の員数は３名（うち社外取締役１名）となる予定です。
　本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされましたが、相当であると判断しており
特段の意見はございません。

9

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額改定の件



第４号議案　監査等委員である取締役の報酬額改定の件
　当社の監査等委員である取締役の報酬額は、2017年12月15日開催の第８期定時株主総会におい
て、年額12,000千円以内でご承認をいただいておりますが、監査体制の一層の強化及び充実を図る
ため、その職務と責任を考慮し、監査等委員である取締役の報酬額を年額18,000千円以内と改めさ
せていただきたいと存じます。
　また、各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である
取締役の協議によるものといたしたいと存じます。
　第２号議案「監査等委員である取締役３名選任の件」の効力が生じますと、監査等委員である取締
役は３名となる予定です。

以　上
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2018年10月 1 日から
2019年 9 月30日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）は「世界にインパクトを与えな
ければ、気がすまない」という経営理念及び「次のあたりまえを創る。何度でも」というミッ
ションのもと、インターネット、スマートフォン等を通じたさまざまなビジネス領域において、
多くのユーザーに支持されるサービスの企画・制作・運営を行っています。
　当社グループが展開する主なビジネスとして、恋愛・婚活マッチングサービス『with』等の
＜コミュニティ＞、スマホRPG『ぼくとドラゴン』や『でみめん』、イグニスグループ初とな
るブラウザゲーム『猫とドラゴン』の＜ゲーム＞を展開し、それら２つのジャンルに属さない
ビジネスを＜その他＞とした、３ジャンルを現時点で収益を生む基盤収益事業と位置付けて展
開しています。さらに、新規ジャンルへのチャレンジとして、今後、サービスの普及拡大と急
成長が見込まれる分野であるVR（Virtual Reality：仮想現実）やAI（Artificial Intelligence：
人工知能）、IoT（Internet of Things:モノのインターネット）等の最先端技術の商業化を目
指しており、特にVRとAIを活用したビジネスを積極的投資事業と位置付け、早期収益化に向け
て積極的に経営資源を投入しています。
　当連結会計年度においては、前連結会計年度に引き続き高成長を続けている＜コミュニティ
＞のジャンルが連結売上高に大きく貢献いたしました。一方、新規事業とりわけVR分野での商
業化に向けた開発投資も積極的に行いました。

　以上の結果、当連結会計年度における売上高は5,571,028千円（前連結会計年度比14.3％
増）、積極的な事業投資に伴い、主に広告宣伝費1,476,918千円等が増加するとともに、＜ゲ
ーム＞における売上貢献不足による当ジャンルの売上高減少の影響等から、営業損失は
744,693千円（前連結会計年度は2,532,902千円の営業損失）、経常損失は867,651千円（前
連結会計年度は2,571,755千円の経常損失）となり、また、投資有価証券売却益892,648千円
を特別利益として計上したものの、関係会社株式評価損52,703千円および減損損失52,707千
円等を特別損失として計上したことから、親会社株主に帰属する当期純損失は631,178千円（前
連結会計年度は2,651,080千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。
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　各ジャンルの取り組みと業績は以下のとおりであります。

＜コミュニティ＞
　当連結会計年度は、恋愛・婚活マッチングサービス『with』において、他社類似サービスと
の差別化を図るべく、心理学やAIを活用して最適な男女のマッチングを目指し、各種診断イベ
ントの実施や、レコメンド機能である「For You」機能を新たに追加するなど、施策を講じて
まいりました。これらの施策はもちろん、国内でオンラインマッチングサービスが急速に浸透
してきていることから、『with』についてはプロモーションによる新規流入だけでなく、クチ
コミによる新規流入も増加傾向にあり、2019年９月末時点におけるユーザー数は230万人を
突破するなど、サービスは引き続き順調に成長しています。
　この結果、当連結会計年度における当ジャンルの売上高は2,983,428千円となりました。前
連結会計年度における当ジャンルの売上高は1,732,714千円であったことから、前連結会計年
度比72.2％増となっています。当該サービスについては、連結売上高への貢献度が高いサービ
スへと成長しており、引き続きユーザービリティの向上、精度の高いマッチングを実現する機
能や、診断イベントを継続的に実施していくことで、ユーザー満足度の高い唯一無二の恋愛・
婚活マッチングサービスを目指してまいります。

＜ゲーム＞（注１）
　当連結会計年度では、主力タイトルである『ぼくとドラゴン』が配信開始から５年目に突入
し、既存ユーザーの満足度向上と収益の安定化を目指すため、季節イベントの強化や、他社人
気IPとのコラボレーションを多数実施するなど、ユーザーとのエンゲージメントを高めるサー
ビス運用をしてまいりました。
　2019年４月３日には、イグニスグループ初のブラウザゲーム（注２）である、『猫とドラゴ
ン』の提供を開始いたしました。
　一方で、2018年12月12日に提供を開始いたしました、女性をターゲットにした新作スマホ
RPG『でみめん』につきまして、ユーザー課金率及び新規ユーザー獲得数が伸び悩み、新キャ
ラクターや各種イベントの実施など、施策に講じてまいりましたが、大幅な改善に至らなかっ
たことから、2019年12月12日をもってサービスを終了することとなりました。
　スマートフォン向けゲームマーケットの競争は一層激化してきており、当連結会計年度にお
いて、プロモーションを中心とした的確なコストコントロールを続けたものの、既存タイトル
と、新規タイトルの売上寄与は共に限定的となり、ゲーム事業全体の売上高は減少しました。
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　この結果、当連結会計年度における当ジャンルの売上高は2,383,015千円となりました。前
連結会計年度における当ジャンルの売上高は2,817,402千円であったことから、前連結会計年
度比15.4％減となっています。

＜その他＞
　当ジャンルではグラム株式会社が運営する求人マッチングサービスのビジネスや、その他ど
のジャンルにも属さないプロダクトを含む既存事業で構成されています。
　バーチャルライブアプリ『INSPIX LIVE』を中心とした「バーチャルライブプラットフォーム
事業」、VRアイドル『えのぐ』や、芸能プロダクション『VOYZ ENTERTAINMENT』によ
る、「エンターテインメント事業」、VR医療分野を含む「その他新規事業」も当ジャンルに含
まれています。
　「VR」分野では、新時代の音楽イベントである、バーチャルライブとバーチャル握手会を楽
しむことができる、バーチャルライブアプリ『INSPIX LIVE』を、2019年８月13日にリリース
いたしました。同年８月23日には、VRアイドル『えのぐ』が同アプリのリリース記念ライブ
を、同年９月26日には無料ライブを実施し、ユーザーの皆様にバーチャルライブを体験してい
ただきました。その他にも、今後、複数の他社IPが『INSPIX LIVE』上でバーチャルライブの実
施を予定しているなど、他社IPの誘致も順調に進んでいます。
　更に、2019年９月18日には第32回東京国際映画祭VR特設ステージへの『INSPIX LIVE』の
技術提供を発表し、新時代のバーチャルライブ体験を創造するために新たな活動を推進してい
ます。
　VRアイドル分野においては、業務提携先であるVRタレントのマネジメントを専門とする株式
会社岩本町芸能社所属のVRアイドル『えのぐ』が、精力的に活動しています。
　芸能プロダクションの運営を行う、連結子会社の株式会社VOYZ ENTERTAINMENTは、所
属タレントである『VOYZ BOY』が活動をしている他、2019年９月２日には、「二次元と三
次元を行き来する」５人組ボーイズグループ『学芸大青春（ガクゲイダイジュネス）』が活動
を開始いたしました。
　VR医療分野においては、順天堂大学との共同研究である「VRアプリケーションによる慢性痛
み刺激の緩和の臨床研究」につきまして、2019年６月にパイロット提供を開始いたしました。
　「AI」分野では、持分法適用関連会社である株式会社ロビットにおいて、AIを活用したピッ
キングロボの精度を高めるソフトを開発し、工場の自動化を進める自動車部品メーカーなどへ
の導入を目指しています。
　この結果、当連結会計年度における当ジャンルの売上高は204,583千円となりました。前連
結会計年度における当ジャンルの売上高は324,250千円であったことから、前連結会計年度比
36.9％減となっています。
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　ジャンル別の売上高

ジ ャ ン ル
区 分

第 ９ 期
（2018年９月期）
（前連結会計年度）

第 10 期
（2019年９月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

コ ミ ュ ニ テ ィ 1,732,714千円 35.5％ 2,983,428千円 53.6％ 1,250,714千円 72.2％

ゲ ー ム 2,817,402 57.8 2,383,015 42.8 △434,387 △15.4

そ の 他 324,250 6.7 204,583 3.6 △119,666 △36.9
合 計 4,874,367 100.0 5,571,028 100.0 696,660 14.3

（注）１．ゲームの配信プラッフォームが多様化してきている事を踏まえ、従来の＜ネイティブゲーム＞を＜ゲ
ーム＞に変更しています。

２．ブラウザゲームとは、ダウンロード不要で、ウェブブラウザがあれば遊べるゲームのことです。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は853,692千
円で、その主なものは次のとおりであります。
イ．当連結会計年度中に取得した主要設備

建物 179,377千円
その他有形固定資産
ソフトウェア

27,329千円
646,985千円

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
　該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より借入金400,000千円の
調達を行いました。
　また、2018年12月10日に当社取締役会の決議により発行された第三者割当による新株式
673,200株及び新株予約権が行使されたことにより、1,212,968千円の資金調達がなされまし
た。
　その他の増資、社債発行等による重要な資金調達は行っておりません。
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 ７ 期
(2016年９月期)

第 ８ 期
(2017年９月期)

第 ９ 期
(2018年９月期)

第 10 期
(当連結会計年度)
(2019年９月期)

売 上 高 (千円) 5,585,904 5,577,828 4,874,367 5,571,028
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) 1,465,324 71,262 △2,571,755 △867,651
親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△） (千円) 1,087,927 △35,763 △2,651,080 △631,178
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) 176.58 △2.72 △197.25 △44.05

総 資 産 (千円) 4,332,521 6,291,571 4,654,869 3,956,001

純 資 産 (千円) 2,497,950 4,135,383 2,272,488 2,266,289

１株当たり純資産 (円) 391.29 302.64 165.46 153.94
 

（注）当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが､第８期の期
首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び１株当たり
純資産を算定しております。

5,585,904

第７期
（2016年９月期）

5,577,828

第８期
（2017年９月期）

4,874,367

第９期
（2018年９月期）

5,571,028

第10期
（2019年９月期）

（単位：千円）売上高

1,465,324

第７期
（2016年９月期）

71,262

△867,651

第８期
（2017年９月期）

△2,571,755
第９期

（2018年９月期）
第10期

（2019年９月期）

（単位：千円）経常利益又は経常損失（△）

1,087,927

△631,178
△35,763

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

△2,651,080
第９期

（2018年９月期）
第10期

（2019年９月期）

（単位：千円）親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失（△）

4,332,521

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

6,291,571

第９期
（2018年９月期）

4,654,869

第10期
（2019年９月期）

3,956,001

（単位：千円）総資産

2,497,950

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

4,135,383

第９期
（2018年９月期）

2,272,488

第10期
（2019年９月期）

2,266,289

（単位：千円）純資産

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

第９期
（2018年９月期）

第10期
（2019年９月期）

391.29

176.58

165.46

△197.25

302.64

△2.72

153.94

△44.05

（単位：円）
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
・１株当たり純資産
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
１株当たり純資産
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 ７ 期
(2016年９月期)

第 ８ 期
(2017年９月期)

第 ９ 期
(2018年９月期)

第 10 期
(当事業年度)
(2019年９月期)

売 上 高 (千円) 1,048,127 1,114,379 1,035,144 1,167,509
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) 71,291 144,625 △860,853 △155,444
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△） (千円) 204,680 95,610 △2,651,037 △1,651,213
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) 33.22 7.27 △197.25 △115.24

総 資 産 (千円) 2,696,286 6,589,267 5,095,715 3,796,738

純 資 産 (千円) 1,573,947 3,439,114 1,625,846 602,004

１株当たり純資産 (円) 252.77 256.85 118.03 40.15
（注）当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第８期の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び１株当た
り純資産を算定しております。

1,114,3791,048,127

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

1,035,144

第９期
（2018年９月期）

1,167,509

第10期
（2019年９月期）

（単位：千円）売上高

144,625

△155,444

71,291

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

△860,853
第９期

（2018年９月期）
第10期

（2019年９月期）

（単位：千円）経常利益又は経常損失（△）

204,680

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

95,610

△1,651,213

第９期
（2018年９月期）

△2,651,037
第10期

（2019年９月期）

（単位：千円）当期純利益又は当期純損失（△）

2,696,286

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

6,589,267

第９期
（2018年９月期）

5,095,715

第10期
（2019年９月期）

3,796,738

（単位：千円）総資産

1,573,947

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

3,439,114

第９期
（2018年９月期）

1,625,846

第10期
（2019年９月期）

602,004

（単位：千円）純資産

252.77

33.22

第７期
（2016年９月期）

第８期
（2017年９月期）

第９期
（2018年９月期）

118.03

△197.25

256.85

7.27

△115.24

第10期
（2019年９月期）

40.15

（単位：円）
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
・１株当たり純資産
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
１株当たり純資産
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア イ ビ ー 99,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

株 式 会 社 I G N I S  A P P S 99,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

株式会社スタジオキング 5,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

パ ル ス 株 式 会 社 1,050千円 74.3% VRコンテンツの企画・開発・運営
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⑷　対処すべき課題
①　収益基盤の確立及び安定化

　スマートフォンの登場により、IT業界では大きな市場変化が起きており、当社グループでは、
既存の収益基盤の拡大に加えて新たな収益源を確保することが、経営上重要な課題であると認
識しております。当社グループでは、スマートフォン市場を上回る成長を目標とし、成長戦略
として以下の２つの大きな柱を掲げております。
イ．　既存ジャンルの収益基盤の安定化

⒜　＜コミュニティ＞ジャンルの収益力向上
　コミュニティについては、心理学を活用した機能拡充等によって更なるユーザービリテ
ィの強化を行うことにより、サービスの高度化と事業領域の拡大に努め、業績の向上・安
定化を目指します。

⒝　＜ゲーム＞ジャンルの開発・運営体制の強化
　ゲームについては、当社グループにおける収益盤石化を目指し、既存タイトルのプロモ
ーションを中心とした的確なコストコントロールにより、プロジェクト利益を高水準に維
持することに努めます。

ロ．　潜在的ニーズを掘り起こした新たな市場・新たなビジネスモデルの創造
　企業ミッション「次のあたりまえを創る。何度でも」を実現すべく、今後もニーズを掘
り起こした新たな市場・新たなビジネスモデルを創造すべくチャレンジしてまいります。

　上記、各成長戦略を推進することにより、収益基盤の確立及び安定化に努めていく方針であ
ります。

②　組織体制の強化と内部統制及びコンプライアンス体制の充実・強化
　当社グループは、今後更なる事業拡大を推進するに当たって、従業員のモチベーションを引
き出す目標管理制度や福利厚生等の人事制度構築に努めながら、業務遂行能力、人格、当社の
企業文化及び経営方針への共感を兼ね備え、グローバルに活躍できる優秀な人材の採用に取り
組んでまいります。組織設計においては少人数単位でのチーム制を採用すると同時に、チーム
毎の自律性を促すよう権限の委譲を推し進めることで意思決定の質とスピードを維持するなど、
従業員のパフォーマンスを最大化させる取り組みを継続していく方針であります。また、内部
統制及びコンプライアンス体制の充実・強化を図ってまいります。
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③　システム基盤の強化
　当社グループは、スマートフォンアプリをApple Inc.のスマートフォン「iPhone」・タブレ
ット端末「iPad」などのiOS搭載端末向け、及びGoogle Inc.のAndroid搭載端末向けに展開
していることから、サービス提供に係るシステム稼働の安定性を確保することが経営上重要な
課題であると認識しております。そのため、各種アプリを運営する上では、ユーザー数増加に
伴う負荷分散やユーザー満足度の向上を目的とした新規サービス・機能の開発等に備え、設備
への先行投資を継続的に行っていくことが必要となります。当社グループは、その重要性に鑑
み、今後においてもシステム基盤の強化への取り組みを継続していく方針であります。

④　技術革新への対応
　当社グループは、先端的なテクノロジーを基盤にした新規サービスや新たなインターネット
端末等の技術革新に対して適時に対応を進めることが、事業展開上の重要な要素であると認識
しております。各々の技術革新の普及の進展を見ながら、柔軟な対応を図っていく方針であり
ます。

⑤　グローバル展開への対応
　当社グループは、世界のスマートフォンアプリ市場への展開を迅速に推進することが、今後
の一層の事業拡大を目指す上で重要であると認識しております。主に当社の連結子会社である
パルス株式会社で開発しているVirtual Live Platform「INSPIX」では、国内のみならず世界規
模で多くのVRタレント・ユーザーに活用していただくために、中国や北米への展開を決定して
おります。

⑥　継続企業の前提に関する重要事象等
　当社グループは、前連結会計年度に続き、当連結会計年度において営業損失、経常損失、親
会社株主に帰属する当期純損失、マイナスの営業キャッシュ・フローを計上したことから、現
時点においては継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており
ます。
　それに対し、当社は当該状況を解消すべく、以下に示す課題への対処を的確に行うことによ
り安定的な財務基盤を確立し、当該事象が早期に解消されるよう取り組んでまいります。
　これらの改善策を状況に応じて適切に推進していくことから、継続企業の前提に重要な不確
実性は認められないと判断しております。
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イ．基盤収益事業の強化による売上維持・拡大
　＜コミュニティ＞『with』において、売上高・利益ともに順調に増加しており、連結売上高に占める構
成が53.6％になるまでに成長していることから、当社の安定的な収益の基盤となっております。
　そのため、当社は、当該事業をさらに強化していくことで、安定した収益獲得を目指してまいります。
　具体的には、マーケットの拡大も見込まれてはおりますが、より効率的な広告宣伝費の投下によるユー
ザー数の増加、ユーザー満足度の高い機能を追加することによる課金率の上昇等の施策を講じてまいりま
す。

ロ．積極的投資事業については選択と集中による事業の選別と早期収益化の実現
　積極的投資事業については、当社とのシナジーが期待できない事業や収益化が困難と判断した事業につ
いては適時適切に処分することを検討してまいります。また、早期収益化の実現のため、当社の事業とシ
ナジーのある他社と積極的に業務提携を締結すること等を通じて、事業の拡大を図ってまいります。

ハ．資金調達や資金繰りの安定化
　「第10期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項」の「重要な後発事象に関する注
記」に記載の通り、2019年11月26日開催の当社取締役会において、当社取締役からの資金の借入を決議
し、同日付で金銭消費貸借契約を締結しました。

ニ．経費の削減
　当社は、当社事業の強みを確保した上で、引き続き、外注費等の売上原価、販売費及び一般管理費の削
減に努め、収益性の改善に注力してまいります。

⑸　主要な事業内容（2019年９月30日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ 事 業 スマートフォン向けアプリの企画、開発、運営、販売
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⑹　主要な事業所（2019年９月30日現在）
①　当社

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 渋 谷 区

②　子会社
名 称 所 在 地

株 式 会 社 ア イ ビ ー 東 京 都 渋 谷 区

株 式 会 社 I G N I S  A P P S 東 京 都 渋 谷 区

株 式 会 社 ス タ ジ オ キ ン グ 東 京 都 渋 谷 区

パ ル ス 株 式 会 社 東 京 都 渋 谷 区
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⑺　使用人の状況（2019年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ 事 業 177（17）名 24名減（6名増）

合 計 177（17）名 24名減（6名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、最近１年間の平均人員
を（　）内に外数で記載しております。

２．使用人数が前連結会計年度と比べて24名減少しましたのは、主として連結範囲の変更に伴う減少及び
自己都合退職等による自然減です。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

20（3）名 4名減（2名増） 32.3歳 2.4年
 

（注）１．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）内に外数で記載してお
ります。

２．使用人数が前事業年度と比べて4名減少しましたのは、主として自己都合退職等による自然減です。

⑻　主要な借入先の状況（2019年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 274,322千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2019年９月30日現在）

①　発行可能株式総数
②　発行済株式の総数

6,000,000,000株
14,662,600株

（注）１．2018年12月26日を払込期日とする第三者割当による募集株式の発行により、発行済株式総
数は673,200株増加しております。

２．新株予約権の行使により、発行済株式の総数は313,000株増加しております。
③　株主数 4,653名
④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

銭 　 錕 3,966千株 27.13％

鈴 木 　 貴 明 3,966 27.13

株 式 会 社 Ｑ Ｋ 354 2.42

株 式 会 社 Ｓ Ｋ 269 1.84

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（証券投資信託口） 241 1.65

柏 谷 　 泰 行 230 1.57

株 式 会 社 Ｓ Ｙ 212 1.45

山 田 　 理 恵 192 1.31

佐 藤 　 裕 介 177 1.21

Ｐ Ｈ Ｉ Ｌ Ｌ Ｉ Ｐ 　 Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｉ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ
Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ （ Ｒ Ｅ Ｔ Ａ Ｉ Ｌ ） 163 1.12

（注）持株比率は自己株式（43,295株）を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
第 ７ 回 新 株 予 約 権 第 1 2 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年11月27日 2016年10月13日

新 株 予 約 権 の 数 177個 350個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数 （ 注 ） １

普通株式 35,400株
(新株予約権１個につき200株)

普通株式 70,000株
(新株予約権１個につき200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 400円 新株予約権１個当たり 300円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
234,000円

(１株当たり　1,170円)

新株予約権１個当たり
246,500円

(１株当たり　1,233円)

権 利 行 使 期 間 2017年１月１日から
2020年12月13日まで

2016年10月28日から
2021年10月27日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）３

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 50個
目的となる株式数 10,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 40,000株
保有者数 2名

（注）１．当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに
より「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」が調整されております。

２．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
①　本新株予約権の新株予約権者（以下、「本新株予約権者」という。）は、当社が金融商品取引法

に基づき提出される2016年９月期に係る有価証券報告書に記載された同期の連結損益計算書にお
いて、営業利益の額が、１億円を超えた場合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、
国際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合
理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び新株予約権の行使の条件として達成すべき
数値を取締役会にて定めるものとする。

②　2017年１月１日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所における
当社普通株式の普通取引終値が一度でも権利行使価額（但し、一定の場合は取締役会により適切に
調整されるものとする。）に30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての
本新株予約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場
合に該当するときはこの限りではない。
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⒜　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
⒝　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかっ

たことが判明した場合
⒞　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされてい

た事情に大きな変更が生じた場合
⒟　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

③　本新株予約権者は、上記②に掲げる事由が生じた場合を除き、以下の期間区分に従って、本新株
予約権の一部または全部を行使するものとする。但し、当社取締役会の決議により、以下の区分に
関係なく新株予約権を行使可能とすることができる。なお、以下の計算の結果、1個未満の端数が
生じる場合は小数点第１位以下を切り上げるものとする。
⒜　権利行使開始日（2017年１月１日以降で上記①の条件を満たした初日）から2017年12月31

日までについては、割当てられた新株予約権個数の25％以下とする。
⒝　2018年１月１日から2018年12月31日までについては、割当てられた新株予約権個数の50％

から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
⒞　2019年１月１日から2019年12月31日までについては、割当てられた新株予約権個数の75％

から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
⒟　2020年１月１日から権利行使期間の末日（2020年12月13日）までについては、割当てられ

た新株予約権個数から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

３．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
①　2016年10月28日から本新株予約権の行使期間の満期日に至るまでの間に金融商品取引所にお

ける当社普通株式の普通取引終値が一度でも権利行使価額（但し、一定の場合は取締役会により適
切に調整されるものとする。）に50%を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべ
ての本新株予約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げ
る場合に該当するときはこの限りではない。
⒜　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
⒝　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかっ

たことが判明した場合
⒞　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされてい

た事情に大きな変更が生じた場合
⒟　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合
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②　本新株予約権の新株予約権者は、上記①に掲げる事由が生じた場合を除き、以下の期間区分に従
って、本新株予約権の一部または全部を行使するものとする。なお、以下の計算の結果、１個未満
の端数が生じる場合は小数点第１位以下を切り上げるものとする。
⒜　2018年１月１日から2018年12月31日までについては、割当てられた新株予約権個数の50％

以下とする。
⒝　2019年１月１日から2021年10月27日までについては、割当てられた新株予約権個数の

100％から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
③　新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

②　その他の新株予約権の状況
2018年12月10日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

第 １ ８ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年12月10日

新 株 予 約 権 の 数 2,126個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式      212,600株
(新株予約権1個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり
25円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額 新株予約権１個当たり    1,411円（注）１

権 利 行 使 期 間 2018年12月27日から
2019年12月26日まで

行 使 の 条 件 本新株予約権の一部行使はできない。

割 当 先 株式会社SY

（注）１．行使価額の修正
　行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の直前取引日の
東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終
値）に相当する金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円
以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。
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但し、修正日にかかる修正後の行使価額が988円（以下「下限行使価額」といい、（注）２の規定を
準用して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。

２．行使価額の調整
　当社は、本新株予約権の発行後、当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可
能性がある場合は、次に定める算式をもって行使価額を調整する。

既発行普通株式数＋
交付普通
株式数　　×

1 株 当 た り
の払込金額

調整後
行使価額 ＝ 調整前

行使価額 × 時価
既発行普通株式数＋交付普通株式数

27
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（2019年９月30日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 銭 　 錕

代 表 取 締 役 C T O 鈴 木 　 貴 明

取 締 役 山 本 　 彰 彦 ㈱WARC　代表取締役

取 締 役 佐 藤 　 裕 介
㈱フリークアウト・ホールディングス　
取締役
㈱PKSHA Technology　社外監査役
ヘイ㈱　代表取締役

取締役（監査等委員・常勤） 中 島 　 早 香

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 渡 辺 　 英 治
渡辺税理士事務所　所長
㈱フリークアウト・ホールディングス　
社外取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 大 村 　 　 健

フォーサイト総合法律事務所
代表パートナー弁護士
ユナイテッド㈱　社外監査役
アライドアーキテクツ㈱　社外監査役
パイプドHD㈱　社外監査役

（注）１．取締役（監査等委員）渡辺英治氏及び大村健氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）中島早香氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。また、中島早香氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選
定している理由は、常勤であることにより、取締役会以外の重要な会議等へ出席し、また、内部監査
部門等との連携をより密に図ることができ、そこで得られた情報を監査等委員会にフィードバックす
ることで、監査の実効性向上に資するためであります。

３．取締役（監査等委員）渡辺英治氏は税理士の資格を有しており、税務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

４．取締役（監査等委員）大村健氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有して
おります。

５．当社は、取締役（監査等委員）渡辺英治氏及び大村健氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法425条１項に定める最低責任限度額として
おります。

③　取締役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

4名
（－）

18,540千円
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

3
（2）

11,850
（6,000）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

7
（2）

30,390
（6,000）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬額は、2015年12月18日開催の第６期定時株主総会において、年

額100,000千円以内（うち社外取締役分3,000千円以内。なお、使用人分給与は含まない。）と決議
いただいております。

３．監査等委員である取締役の報酬額は、2017年12月15日開催の第８期定時株主総会において、年額
12,000千円以内と決議いただいております。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役（監査等委員）渡辺英治氏は、渡辺税理士事務所所長、株式会社フリークアウ
ト・ホールディングスの社外取締役を兼務しております。なお、当社と同所及び同社との
間には特別の関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）大村健氏は、フォーサイト総合法律事務所代表パートナー弁護
士及び、ユナイテッド株式会社、アライドアーキテクツ株式会社、パイプドHD株式会社
の社外監査役を兼務しております。当社と同所及び３社との間には特別の関係はありませ
ん。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役
（監査等委員） 渡 辺 　 英 治

当事業年度に開催された取締役会27回全てに、また、監査等委員会
15回全てに出席いたしました。
主に税務・会計に関し、税理士としての専門的見地から、取締役会
において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査等委員会において、当社の内部
統制システムについて、適宜発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 大 村 　 健

当事業年度に開催された取締役会27回全てに、また、監査等委員会
15回全てに出席いたしました。
主に法律に関し、弁護士としての専門的見地から、取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っております。また、監査等委員会において、当社のコンプライ
アンス及び内部統制システムについて、適宜発言を行っておりま
す。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28,750千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 28,750

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

３．当事業年度の監査証明業務に基づく報酬には、上記以外に前事業年度に係る追加報酬額が
10,000千円あります。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法や公認会計士法等の法令に違反し、又は抵触した場合
等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社は、有限責任 あずさ監査法人との間で責任限定契約を締結しておりません。
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⑸　会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりま
せん。
　一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについ
ては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も
慎重に検討を行ってまいります。

⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を
確保しつつ、配当を継続していくことを基本方針としております。
　また、当社は、期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。
その他年一回中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。これらの剰余金の配当の
決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。
　しかしながら、当事業年度は、前事業年度の大幅な損失計上により利益剰余金が引き続きマイ
ナスの状態となっており、誠に遺憾ではありますが、無配とせざるを得ない状況にあります。今
後予想される経営環境の変化に対応し、収益体質の強化と安定化を図り、内部留保を高めるよう
努めてまります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営 業 貸 付 金

貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,715,630

209,779

654,618

1,294,457

5,194

402,200

△850,618

2,240,370

265,602

212,056

53,546

523,073

523,073

1,451,694

250,008

902,416

154,220

381,026

379,193

100,704

△715,876

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 1,309,539

買 掛 金 46,300
短 期 借 入 金 100,000
1年内返済予定の長期借入金 180,717
未 払 金 249,635
未 払 法 人 税 等 371,946
前 受 収 益 281,941
そ の 他 78,999

固 定 負 債 380,172
長 期 借 入 金 177,002
資 産 除 去 債 務 203,170

負 債 合 計 1,689,711
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 2,250,649
資 本 金 2,234,050
資 本 剰 余 金 2,140,054
利 益 剰 余 金 △2,071,201
自 己 株 式 △52,255

その他の包括利益累計額 △122
その他有価証券評価差額金 △1,060
為 替 換 算 調 整 勘 定 937

新 株 予 約 権 15,027
非 支 配 株 主 持 分 735

純 資 産 合 計 2,266,289
資 産 合 計 3,956,001 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,956,001
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年10月 1 日から
2019年 9 月30日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,571,028
売 上 原 価 1,245,491

売 上 総 利 益 4,325,536
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,070,230

営 業 損 失 744,693
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,110
為 替 差 益 2,212
還 付 加 算 金 845
助 成 金 収 入 741
保 険 返 戻 金 2,278
保 険 事 務 手 数 料 1,597
雑 収 入 1,864 11,650

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,573
株 式 交 付 費 12,011
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 87,878
支 払 手 数 料 28,957
雑 損 失 186 134,608
経 常 損 失 867,651

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 892,648
新 株 予 約 権 戻 入 益 1,686 894,334

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 37,307
関 係 会 社 株 式 評 価 損 52,703
関 係 会 社 株 式 売 却 損 3,599
減 損 損 失 52,707
そ の 他 348 146,665
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 119,981
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 366,164
法 人 税 等 調 整 額 149,297 515,461
当 期 純 損 失 635,443
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 4,264
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 631,178
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貸　借　対　照　表
（2019年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
敷 金
長 期 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,053,523
65,883

300,718
40,505

744,989
395,820
302,762
13,441

△810,597
2,743,215

253,578
212,056
41,522
1,596
1,596

2,488,040
210,287
537,908

3,676,000
24,502

380,322
1,015,070

225,849
△3,581,900

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 1,221,343

買 掛 金 231
短 期 借 入 金 100,000
1年内返済予定の長期借入金 176,613
未 払 金 197,819
未 払 法 人 税 等 299,356
預 り 金 443,525
そ の 他 3,798

固 定 負 債 1,973,390
長 期 借 入 金 1,770,220
資 産 除 去 債 務 203,170

負 債 合 計 3,194,734
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 588,037
資 本 金 2,234,050
資 本 剰 余 金 2,232,241

資 本 準 備 金 2,232,241
利 益 剰 余 金 △3,826,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,826,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △3,826,000

自 己 株 式 △52,255
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,060

その他有価証券評価差額金 △1,060
新 株 予 約 権 15,027
純 資 産 合 計 602,004

資 産 合 計 3,796,738 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,796,738
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損　益　計　算　書

( 2018年10月 1 日から
2019年 9 月30日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,167,509
売 上 原 価 169,606

売 上 総 利 益 997,903
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,121,252

営 業 損 失 123,348
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,549
為 替 差 益 2,313
保 険 返 戻 金 2,278
保 険 事 務 手 数 料 1,597
雑 収 入 851 14,590

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6,096
株 式 交 付 費 12,011
支 払 手 数 料 28,577 46,685
経 常 損 失 155,444

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 892,648
そ の 他 1,697 894,345

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 37,307
関 係 会 社 株 式 売 却 損 3,599
関 係 会 社 株 式 評 価 損 229,077
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,833,198
減 損 損 失 52,707 2,155,889
税 引 前 当 期 純 損 失 1,416,988
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 241,213
法 人 税 等 調 整 額 △6,987 234,225
当 期 純 損 失 1,651,213
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年11月26日
株式会社イグニス

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 正 樹 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 比留間　郁　夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社イグニスの2018年10月１日から2019年９月30日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社イグニス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
強調事項

１．連結注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2019年11月26日開催の取締役会において、取締役
からの資金の借入を決議し、同日付で金銭消費貸借契約を締結した。

２．連結注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2019年11月13日開催の取締役会においてスマート
フォンアプリ及びブラウザゲームの譲渡を決議し、同日付で当該譲渡に関する基本合意書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年11月26日
株式会社イグニス

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 正 樹 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 比留間　郁　夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イグニスの2018年10月１日から2019年９月
30日までの第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
強調事項
　個別注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2019年11月26日開催の取締役会において、取締役から
の資金の借入を決議し、同日付で金銭消費貸借契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2018年10月１日から2019年９月30日までの第10期事業年度に
おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の
とおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使
用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（3）　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　2019年11月26日
株式会社イグニス　監査等委員会

常勤監査等委員　　中　島　早　香　㊞
監査等委員　　渡　辺　英　治　㊞
監査等委員　　大　村　　　健　㊞

　（注）監査等委員渡辺　英治及び大村　健は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
　　　に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都渋谷区恵比寿一丁目20番８号
エビススバルビル「EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースＡＢＣ（５階）
電話　0120-303557（フリーダイヤル）

至渋谷至渋谷

至品川

至中目黒 至青山
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総会会場
エビススバルビル５階
｢EVENT SPACE EBiS303」
カンファレンススペースABC

JR山手線・埼京線　恵比寿駅東口より徒歩約５分
東京メトロ日比谷線　恵比寿駅１番出口より徒歩約５分

※株主総会へご出席いただいた株主様へのお土産はございません。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


